進出企業と地域産業 by 内藤, 敏樹
107
産業的集積の少ない地域では、いわゆる企業立地、
つまり多くの場合工場である事業所を誘致し、そこを
核として経済的に発展するという施策が採られてい
る。その「経済的発展」は、単に就業者の増加による
雇用所得の増加、あるいは各種地方税の増加等の静的
な影響にとどまるものではなく、関連産業の発展によ
る投入・産出構造の変化、雇用機会の増加による人口
の定着などダイナミックな地域の変化に大きく影響を
与えるものである。
しかし、近年わが国経済全体の停滞、さらに近隣諸
国の産業経済発展があり、地域への企業進出が止まっ
ただけでなく、地域企業が海外へ生産機能を移転させ
ることなどによって「空洞化」が発生し、逆の波及効
果・スパイラル効果が生じている例もある。ようやく
近年になって企業立地件数が増加し始めたが、新設さ
れる事業所の形態は従前とはかなり変化している。
従って本稿では、地域の発展に進出企業がどのよう
な波及効果をもたらしたか、その「受け止め方」の巧
拙によって地域発展にどのような差が出たか、さらに
進出企業の新しい様態から地域が最も良く波及効果を
享受するにはどのようにすべきであるのか等について
の検討を行う。
１．地域への事業所進出
技術や資本などの経営資源を外部から導入すること
による産業発展には、これまでさまざまのパターンが
あった。それを概括すると、
①　地域の一次資源を加工する産業の導入
－農産物、水産物、鉱業資源などを採掘し加工する産
業である。藩政時代から外部の技術を導入する形での
事業が行われているが、明治維新以降外国の技術導入
による展開が各地で本格的に行われるようになった。
しかし国内では今日的な意味は薄れたといってよいで
あろう。
②　交通輸送手段、電力、水利などの社会基盤を活用
した産業
－臨海地帯に設置された製鉄所、精油所などがその典
型であろうが、鉄道の発達に伴い内陸においてもこの
タイプに属する産業が立地するようになった。その他
のインフラに立脚したものとして水を利用する製紙業
などがある。水力発電の電力を活用する産業も北陸地
域などに見ることができる。後述するようにわが国の
数次に亘る全国総合開発計画では、港湾や道路、鉄道
などのネットワーク・インフラを整備することで地域
のポテンシャルを高め、産業の分散を通じて地域所得
格差を是正しようとするものであった。
③　労働力を活用した産業
－高度成長に伴い都市部で労働力が不足し、あるいは
その結果として労賃が上昇したため、比較的人件費が
安い地方へ事業所が進出した。いくつかの事例を見る
と、人件費そのものの安さよりも、募集をかければ良
質の人材が多く集まること、また定着率が高いことが
利点としてあげられていた。
④　政策的要因によって移転・立地した産業
－最も典型的な例としては戦時中の「工場疎開」があ
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る。航空機の例が知られているが、長野県に疎開させ
られた光学機器工場が、その後精密機械工業発展の基
になった例もある。また近年では工場立地法の特定地
域（首都圏・中部・近畿圏など工業集積が高い地域）
での工場新設・拡張を認めないという施策も、地域分
散・移転促進の効果を意図したものであった。より小
範囲で工場の移転を促した施策としては各種の都市計
画もあるが、ここでは検討対象外とする。
２．地域進出の業種業態と立地因子と
しての関連産業集積
特に高度成長期以降、産業集積の少ない地域へ企業
が進出することになった最大の契機は、工場立地法の
制定であると考えられる。昭和49年から施行された工
場等の立地規制に関する法律、通称工場立地法は特定
地域（首都圏、中部圏、関西圏、北九州圏）での新規
事業の開始あるいは事業の拡大を制限するものであっ
た。このため特定地域に立地している工場（正確には
事業所）は、その敷地の域内で能力拡大することは出
来ても、敷地を拡大するような展開は困難になった。
その結果として、各企業は郊外へ、さらには地方へ進
出していくことを余儀なくさせられた。
ただし、工場進出がそれまでも全くなかったかとい
うとそうではない。すでに戦前期に、繊維雑貨産業を
中心に工場進出がかなり多く行われている。現在見ら
れる地方の繊維産業集積は、そのような進出工場を核
としてできあがったものが少なくない。さらにそのよ
うに形成された集積が、実はその後進出してきた別業
種のサポーティングインダストリーとして機能したと
いう例もある。
企業進出時に、サポーティングインダストリーの存
在はどの程度意識されていたであろうか。工場移転の
場合は別にして、大企業が能力増強のために工場を増
設する場合には、既存工場の一部分を移転する形をと
ることが多かったように思われる。従って原材料部品
の納入、製品の出荷は母工場のそれに準ずるという形
態から始まるのはある意味自然であろう。
つまり新工場新製品は極めてリスクが大きく、極め
て例外的にしか行われない。ホンダが栃木県高根沢に
新工場を作り、アルミ製の新型車を生産したこと、
GM がテネシー州スプリングヒルに新工場を造り新型
車サターンを生産したことなどの例があるが、いずれ
も成功とは言い難い。実はホンダは1960年代、ベルギ
ーへ進出し、ホンダとして全くのニューモデルである
モペット（ペダル付小型オートバイ）を生産しようと
して事業としては失敗した経験もある。
であるとすれば、新工場は部品・サービスの支援体
制については少なくとも母工場というバックアップを
持っていることになる。地理的な条件による違いはあ
るが、最悪の場合インフラと労働力以外全く地域に依
存しなくても成立し得ることになる。
しかし現実には、廃棄物処理や清掃、資材の運搬、
さらには従業員の食事、ユニフォームの洗濯といった
特別のノウハウを必要としないユニバーサルなサービ
スの提供が比較的早期に地域の企業から行われるのが
通常であった。ただしキーとなるコンポーネントやデ
バイスの製造加工・供給を行い得る協力企業が育つま
でにはかなりの時間が必要となるし、そもそもそうい
う工程を外部に依存しない企業も少なくない。
ということで、業種業態によっても異なるであろう
が、アセンブリ工業ではサポーティング産業の有無は
新工場立地時点ではあまり問題とならないということ
であった。むしろ実態は、サポーティング産業の集積
が重要であるような部分は移転できないという方が正
しいであろう。
むしろ必要なのは、企業内の既存工場との連絡性で
ある。地方進出工場は既存工場（母工場）で生産され
ていた製品、開発された製品を製造－量産することが
多いから、トラブルが発生したり、改良を行ったりす
る場合には母工場との密な連絡が必要となる。このた
めには人間が行き来できる、つまり交通連絡が便利で
あることが必要になり、母工場と分工場との地理的関
係は時間距離が、通常は新幹線等を活用することで日
帰り可能な範囲内にあることが要求されるようである。
３．事業所進出による地域への波及効果
事業所が地域へ進出したことにより、地域は短期的
に次のような経済的便益を受ける。
①　雇用の増大
②　地域自治体への各種税収増加
③　地域から資材・サービスを調達することによる生
産誘発効果
④　①・③の家計内生化誘発効果（家計部門で所得増
大－消費増加による生産誘発）
①・②が直接的な効果であり、③・④は間接的な効
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果である。間接的な効果は産業連関表の逆行列を利用
して求めることが出来る。
もし進出事業所がより多くの資材・サービスを継続
的に地域内で調達すれば、地域の産業連関構造が変化
し、より高い誘発効果を期待することが出来る。地域
外から調達していた財・サービスを地域内から提供す
るための事業を新設することによってより多く誘発効
果を享受し得る産業構造になる。
ただしこの現象は、マクロ統計的には立証できてい
ない。70年代から80年代にかけての各地の地域産業連
関表でサンプル的に調べた結果では、製造業の誘発係
数が上がった例とそうでない例とが混在していた。誘
発係数が上がった場合でも、その変化が企業進出によ
るものか、あるいは自律的なものかについて議論の余
地はあり得る。東北地域の例では県単位での出荷額増
加のうち進出企業によるものは30％程度であり、既存
事業所の出荷増も新規立地企業に向けたと明瞭に言え
るものはごくわずかであった。
このことは、どのような意味を持つのであろうか。
第一には進出してきた事業所の必要とする財・サービ
スは極めて高度なものであり、地域の資本・技術蓄積
では簡単には関連企業を立ち上げられないという状況
が考えられる。例えば IT 機器における主要部品であ
る半導体は、その製造には膨大な投資を必要とし、世
界的にも極めて限られた拠点でしか製造することが出
来ない。ただし IT 機器といえども原価構成を見る限
りでは、金属製品や樹脂製品など半導体よりははるか
に参入障壁の低い部品の割合が多く、これらを地域で
供給できないということは考えにくい。
もう一つの考え方として、地域の産業が業種転換を
行った、つまり出荷額・投入額は変わらず、生産物の
みが変わったという現象もあり得る。以下、実際の例
を見ていくことで検討してみる。
４．大手企業による進出工場の実際例
進出工場とは具体的にどのような姿であるのかを、
いくつかの例で見てみる。サンプルは誘発効果があま
り大きくないと思われる装置産業は除き、電機・電子
機器や輸送機器に集中している。
①NEC米沢事業所（山形県）
NECパーソナルプロダクツ㈱の唯一の国内生産工場
である。同社は NECの100％子会社となっており、主
に個人向け・企業向けのパソコンを生産している。た
だし個人向けの量販型機器は中国に移管されつつあ
り、米沢事業所ではカスタム・オーダーの製品を主に
手がけている。
事業所の従業員数は850人、その他に施設内で生産
に従事する協力会社の社員（いわゆる派遣社員）が、
時期によって異なるが数百人の規模になる。事業所で
は基本的にアセンブリのみを行っており、ケースなど
の金属・樹脂部品の一部を内製する以外はすべて外部
から部品を持ち込んでいる。また搬入される部品のほ
とんどは記憶装置（ハードディスク）、プリント基板、
液晶パネルなど海外から調達している。
トヨタ方式を導入し、セル形生産方式を大幅に取り
入れ、外資企業の低コスト体制にキャッチアップしよ
うとしている姿が印象的であった。
②ホンダ高根沢工場（栃木県）
本田技研株式会社の自動車生産工場である。1990年
に生産が開始されたものの、2004年に鈴鹿工場へ生産
を集約することになり、市販車の工場としては閉鎖さ
れ、試作車を生産することになった。
この工場では高級スポーツカーやハイブリッド車な
ど、ホンダとしては少量生産の車をアセンブリしてい
た。総従業員は全部で200名強、いずれもホンダより
すぐりの熟練技能工であるという。コンベアラインな
どはなく、溶接機の方を移動させたり、数千点に及ぶ
という部品を一人の工員が３日がかりで組み付けたり
など、およそ大量生産とは無縁の姿であった。
主な機能部品－エンジン、ミッションなどは鈴鹿、
狭山などホンダの他工場から送られてくる。その他外
部から購入している部品も少なくないが、生産量が月
産数十台と少ないので搬入頻度は多くない。おそらく
それ専用の工場を用意したのでは効率が上がらないの
だろう、搬入業者のトラックはいずれも他県ナンバー
であった。
③富士通島根工場
富士通㈱の100％子会社である島根富士通㈱が運営
している。上の米沢工場はアセンブリ工場であったが、
この工場はプリント基板など主な部品を内製してい
る、いわゆる一貫工場である。
島根工場は年間200万台のノートパソコンを生産す
る、富士通最大のパソコン生産拠点である。1990年か
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ら操業を開始し、96年からノートパソコンに特化した
という。従業員数は島根富士通の社員が約400人、派
遣従業員が1000人以上という。派遣社員の数は操業度
によって調整するが、富士通としてはノートパソコン
について生産を国内に集約させるつもりであり、今後
さらに規模を増大させるという話であった。
前述のように一貫生産体制をとるとは言え、液晶パ
ネルやハードディスクからネジ、チップ部品に至る極
めて数多くの部品を、海外を含む外部から購入してい
る。納入業者は近隣に倉庫を持ち、ジャストインタイ
ムに対応した供給体制をとっている。極端な例では１
日５回以上納入する部品があるという。
組立はセルとラインを組み合わせた方式をとってお
り、中国などの低コスト生産体制に立ち向かおうとし
ている。
④三菱電機郡山工場
三菱電機㈱の工場（三菱の言葉では「製作所」）で
ある。昭和18年に三菱電機の横浜製作所などで行われ
ていた軍需部品の生産を「疎開」するために開設され
た。戦後民生用通信機器、特にスピーカの生産に特化
し、オーディオ産業が隆盛を誇っていた時代には従業
員1000人近くを数えた。
しかしその後オーディオ不況になるとともにコンピ
ュータ機器のフロッピィ・ディスク・ドライブを生産
し、一時は世界一のシェアをとったこともある。だが
これも途上国の追い上げを受け、再度生産品目を FDD
用アクチュエータ（要するにモータ）に転換した。当
初モータの生産は三菱電機の中では中津川製作所（岐
阜県）で行われていたが、郡山製作所はこれを「引き
取って」生産することになった。
この他郡山製作所はテレビ電話、監視用テレビカメ
ラなどを生産している。現在の従業員は250人程度、
さらに派遣社員がその倍程度といわれる。
生産品目が多様であることから、部品の納入業者も
多様になる。通信映像では台湾などからの部品・コン
ポーネント（テレビモニタなど、システムの構成機器）
があるという。オーディオが盛んであった時代はスピ
ーカのエンクロージャ（箱）を作るために木工製品の
業者が多数出入りしており、それらはかつて家具を製
造していた企業であったが、製作所がオーディオ製品
を10年ほど前に中止した結果、そうした企業の一部は
再び家具生産に戻っていったという。
５．事例から言えること
上のわずかな例で全体を推し量ることは出来ないで
あろうが、いくつかの共通項を括り出すことが出来そ
うである。すなわち、
①　この分野にあっては、工場が同じ製品を同じように、
継続的に作り続けることはむしろ例外的である。
②　特にエレクトロニクスの分野では、部品の国際的
調達が進展している。
③　トヨタ式生産方式が各社で導入されており、納入
業者は工場周辺に配送拠点を設置する等が求めら
れている。また各工場とも、
④　当初は母工場で開発された製品を量産するだけだ
が、次第に開発能力を付けてくる。そのための時
間は５年から10年程度必要である。
⑤　同じ組立産業であるが、輸送機器と電子機器とは
かなり関連産業のあり方が違う。後者は「モジュ
ール」化された部品を組み合わせるため、製品生
産から部品生産への特化という形が往々にして見
られるが、自動車産業では「すり合わせ」が必要
であり組立産業と部品産業の二人三脚が不可欠で
あるから、それぞれの機能の交代はほとんど見ら
れない。
⑥　社員でない労働力（いわゆる派遣社員）を多数施
設内に引き込んでいる。ある意味では変動する需
要への安全弁であると同時に、全体のコスト切り
下げにも寄与しているのであろう。福利厚生費ま
で含めた人件費、特に配置転換等に要する費用を
考えると派遣社員のコストは30～40％程度安いと
いう話を聞いた。
⑦　「関連企業」が納入する部品・サービスは極めて
多種多様である。ただ上記の例でいうと主要部品
を地域企業が納入する例は少なく、パッケージ・
緩衝材などが多いようである。また試作・開発を
行っている工場では、技術力のある地域企業との
協力をやりたいという意見もあった。
などが主な点であろうか。要するに技術力をあまり必
要としない、単純な組立・加工を行う下請け的業務は
海外との競争にさらされているのが現状のようである。
６　進出企業の変貌
前述のように、地方に進出した企業（工場）はほと
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んどの場合母工場が開発した製品を量産する拠点とし
て設置される。設備機器も生産技術も、いわば立証済
みのものを投入することになるので、問題はヒトの面
になるが、母工場から転勤したり、当初期間だけ指導
に来たりという形で技術の伝播が行われる。
ある程度の時間が経過すると、技術進歩や競争相手
の出現、市場環境の変化などの理由によって進出企業
の優位性が失われる。この場合進出工場がとれる選択
肢は以下のようになる。
①　撤退する（外国等に移転する－というのも含めて）
②　他の製品に転換する
③　製品の量産を止め、特注品や試作品の生産、研究
開発拠点となる
上の事例では②または③となる。これまで、生産活
動を一切止めたという事例を見た経験は多くない。
では、どのような製品の転換が行われるか。一般的
には量販品から特注品へ、あるいは最終製品から部品
へという流れがあるように思われる。少量生産指向は、
市場への近接性という利点を生かせれば海外の生産拠
点に比較して優位に立てる戦略でありえる。ただし
Dell が流通加工という方式を導入することで海外生産
の弱点を克服する方策をとっており、必ずしも安泰で
はない。
第二の製品から部品へという流れは、一見すると大
企業の優位性を放棄するような方向であるかに見える
が、特にエレクトロニクスの分野では、産業的な優位
性は機能部品、それもデファクトスタンダードを勝ち
取った部品の方にあることを考えると、ある意味では
必然とも言える動きになる。
このような部品は、大企業の工場が外部から調達し
ていたものではなく、製品の競争力を高めるために内
製していた部品を外販する、さらにそれに特化してい
くという形になる。これはある意味電機産業特有であ
り、輸送機器や繊維・雑貨などの産業ではあまり見る
ことができない。
第三の研究開発拠点となるという方向は、産業の空
洞化が問題になった頃国内製造拠点の生き残る途とし
て推奨されたことがあったが、現実にそれが可能であ
るのは自動車など一部の産業に限られているようであ
る。生産拠点と研究開発拠点の差は、特にエレクトロ
ニクスの分野ではかなり大きく、簡単には埋まらない
こと、また「現場」を失った工場は開発機能自体も次
第に失ってしまうものであることがその理由として考
えられる。
７．地域関連企業の対応
地域へ進出した企業がその業務内容を大きく変化さ
せるということは、進出企業に製品・サービスを納入
していた企業もその変化に対応させていかなくてはな
らない、そうしないと事業機会を失うということにな
りかねない。ではこのような関連企業群は、親企業の
変化にどのように対応していったのであろうか。
それ以前に、まず地域の「関連企業群」はどのよう
に形成されていったのであろうか。いくつかの電機・
機械産業の下請け構造に関する調査によると、いわゆ
る「創業」によるものと他業種からの転換によるもの
とに分かれるという（１）。他業種といっても食品加工、
繊維関連、木工などの地場産業に属する企業が多く、
家族労働・賃加工同然の企業とも言えないものも多か
ったという。
従ってそれらの企業群に技術力をつけるために、進
出企業はさまざまな手立てを講じている。技術指導は
当然として、設備機器の貸与、さらには製品の共同開
発まで及んでいる。このようにして育成された関連企
業の中には、部品を直接取引き先へ納入することも認
められるものもあったとされる。
生産機能の海外移転や工場生産物の大幅な変更は、
バブル崩壊後に起きたものばかりではなく、極論すれ
ば明治期からさまざまな形で起きている。従って地域
企業はそうした事態に対処する経験が全くなかったか
というとそうでもない。すでに述べたように特に電子
機器の分野は技術進歩が激しく、半年前までフル創業
をしていた工場がいきなり閉鎖されるといった事態が
少なからずみられた。近年の例では、電卓用の蛍光表
示管などがそれにあたるだろう。このような場合、関
連企業はそれまでの取引を一方的に打ち切られること
になる。
取引打ち切りに対し、下請け企業はどうしたか。最
も苦境に陥ったのは発注元から入念な指導や援助を受
け、その技術（あるいは設備機器）を他との取引のた
めに用いることが契約上出来ないという企業群であ
る。なまじ技術力と向上心があったことが裏目に出た
ということも出来よう。しかしそうした企業群の多く
は、親元の方針変更以前に、取引先の多角化や技術の
自主開発などを通じて特定企業への依存度を低下させ
る、すなわち自立化へ向けた努力を継続して行ってい
る例が多く、親会社の撤退にも耐えて生き残っている
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企業が少なくないことが報告されている。
それに対し、あまり規模の大きくない、従業員規模
では100人未満の企業群は技術力も低く、またいくつ
かの例から類推するだけだが営業力も低い企業群で
は、親会社からの発注減少・途絶はそのまま企業規模
の縮小・消滅へつながっていくことになる。また存続
が可能であったとしても、別の工場の下請け、あるい
は孫請けに入るか、木工や繊維といった地場産業ネッ
トワークに逆戻りするといった形にしかなれない。
８．企業分離による新企業
関連企業の一つの形として、いわゆるスピンアウト
あるいはスピンオフ企業がある。進出した企業の社員
がそこで得たノウハウ・技術をもとに新しい製品・サ
ービスを提供する企業を設立するものである。
スピンオフの最大の問題は、本体企業との関係であ
る。技術、取引先とも本体企業にとってはきわめて重
要な経営資源であり、いかに元社員といえども簡単に
渡すわけにはいかないと考えるのが通常である。
他方、いわゆる「のれんわけ」に相当するような事
例がいくつか見られる。松下電器の元から独立した井
植氏（後の三洋）、稲井隆義氏（後の松下寿）などが
あげられよう。しかしそれらは当初松下本体に対する
部品供給－下請け企業として発足している。
これに対し近年スピンアウトが非常に多いのはコン
ピュータソフトウェアの分野である。いくつかの形態
があるが、
①　地方自治体へ向けた営業を展開するため、 Uター
ンや Iターン希望者をつのって企業を立ち上げる。
企業は営業だけではなく能力に応じてコーディン
グなどソフト開発も行う。
②　新しいコンセプト・ジャンルのソフトを開発する
にあたり、希望者をつのって分社を立ち上げる。
本社として行うにはリスクが大きい事業について
実施されることが多い。この企業は開発業務が中
心で、営業はほとんど行わない。極論すれば本社
からの発注以外売り上げはない。
③　上の例の変形で、本社としては技術が時代遅れに
なったり、他の事業に優先権がおかれたり等の理
由によって捨てられることになった分野を、希望
者が分離独立して手がけるもの。一種の MBO
（Management buyout）である。
などの形態がある。すなわち技術の進歩が激しく、ま
た業界としてそのような風潮があり、さらに企業がす
べてを抱え込むことが出来なくなっている、さらに部
品が「モジュール」として通用しやすい産業では、ス
ピンアウトが発生しやすいということになる。近年で
は本社自体が組織のスリム化を達成するため、積極的
にスピンアウトを奨励しているというケースも出始め
ている。
９．まとめ
企業誘致は、地域の所得水準を向上させる重要な要
因であった。企業誘致のための基盤整備事業とあいま
って、地域は経済的に潤うことが出来た。しかし進出
企業はあくまでトリガーであって、それを契機として
自立的な産業ネットワークを整備することが出来た地
域と、十分ではなかった地域の差がここへ来て出てい
るのではないかと思われる。
本稿の執筆動機は、ある人からの「 A社はスピンア
ウト企業が多いのに、 B社はそうでないのはなぜだろ
うか」という質問であった。参考文献や過去のヒアリ
ングメモ等をもとにした机上の作業だけであったが、
ある程度の答にはなっているかとうぬぼれている。さ
らに今後実態調査を進めることによって、地域産業ネ
ットワーク形成に向けての要因が浮かび上がってくる
と想定している。
〈参考文献〉
天野　倫文　海外生産シフトと地域生産組織の再編
東洋大学経営研究所論集26号
末吉　健治　農村地域における電機・電子下請企業
の再編成　商工金融96年11月号
河北新報社編　むらの工場－産業空洞化の中で　新
評論　97．11刊
東北経済白書、九州経済白書、中小企業白書等
経済産業省　工場立地動向調査報告　各年版
